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（2021年１月現在）

用途地域
特別用途地区　特定用途制限地域　特例容積率適用地区
高層住居誘導地区　高度地区　高度利用地区　特定街区
都市再生特別地区　居住調整地域　居住環境向上用途誘導地区
特定用途誘導地区　防火地域　準防火地域　特定防災街区整備地区
景観地区　風致地区　駐車場整備地区　臨港地区　歴史的風土特別保存地区
第一種歴史的風土保存地区　第二種歴史的風土保存地区
緑地保全地域　特別緑地保全地区　近郊緑地特別保全地区　緑化地域
流通業務地区　生産緑地地区　伝統的建造物群保存地区
航空機騒音障害防止地区　航空機騒音障害防止特別地区

学校　図書館　研究施設　その他の教育文化施設
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　　　　用途地域内の建築物の用途制限

　　　　　　　　建てられる用途
　　　　　　　　建てられない用途

　　　　①、②、③、④、⑤：面積、階数等の制限あり
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住宅、共同住宅、寄宿舎、下宿
兼用住宅で、非住宅部分の床面積が 50㎡以下かつ建築物の延べ面
積の 2 分の 1 未満のもの

店
舗
・
飲
食
店
等

店舗等の床面積が 150㎡以下のもの ① ② ③ ① ④ ① : 日用品販売店、食堂、喫茶店、理髪店及び建
具屋等のサービス業用店舗のみ。２階以下。
② : ①に加えて、物品販売店舗、飲食店、損保代理店・
銀行の支店等のサービス業用店舗のみ。２階以下。
③ : ２階以下。
④ : 物品販売店舗、飲食店を除く。
⑤:農産物直売所、農家レストラン等のみ。２階以下。

店舗等の床面積が 150㎡を超え、500㎡以下のもの ② ③ ⑤ ④
店舗等の床面積が 500㎡を超え、1,500㎡以下のもの ③ ④
店舗等の床面積が 1,500㎡を超え、3,000㎡以下のもの ④
店舗等の床面積が 3,000㎡を超え、10,000㎡以下のもの ④
店舗等の床面積が 10,000㎡を超えるもの

事
務
所
等

事務所等の床面積が 1,500㎡以下のもの ①
①：2 階以下事務所等の床面積が 1,500㎡を超え、3,000㎡以下のもの

事務所等の床面積が 3,000㎡を超えるもの
ホテル、旅館 ① ①：3,000㎡以下

 

遊
戯
施
設
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風
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設

ボウリング場、スケート場、水泳場等 ① ①：3,000㎡以下
カラオケボックス等
マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場
勝馬投票券発売所、場外車券売場等 ① ① ① ①：10,000㎡以下
劇場、映画館、演芸場、観覧場、ナイトクラブ等 ① ①：客席 200㎡未満
キャバレー、料理店等
個室付浴場業に係る公衆浴場等

公
共
施
設
・
学
校
等

幼稚園、小学校、中学校、高等学校
大学、高等専門学校、専修学校等
図書館等
神社、寺院、教会等
老人ホーム、福祉ホーム等
保育所等、公衆浴場、診療所、幼保連携型認定こども園
老人福祉センター、児童厚生施設等 ① ① ① ①：600㎡以下
巡査派出所、公衆電話所等
病院
自動車教習所 ① ①：3,000㎡以下

工
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・
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2 階以下かつ床面積の合計が 300㎡以下の自動車車庫
倉庫業を営む倉庫、3 階以上又は床面積の合計が 300㎡を超
える自動車車庫（一定規模以下の付属車庫等を除く）

倉庫業を営まない倉庫 ① ② ③ ①：2 階以下かつ 1,500㎡以下　②：3,000㎡以下
③：農産物及び農業の生産資材を貯蔵するものに限る。

畜舎 ① ② ①：15㎡以下　②：3,000㎡以下
作業場の床面積の合計が 50㎡以下の工場で危険性や環境を悪
化させるおそれが非常に少ないもの ①

①：農産物を生産、集荷、処理及
び貯蔵するものに限る。作業場の
床面積の制限なし。著しい騒音を
発生するものを除く。
※原動機・作業内容の制限あり

作業場の床面積の合計が 150㎡以下の工場で危険性や環境を
悪化させるおそれが少ないもの
作業場の床面積の合計が 150㎡を超える工場又は危険性や環
境を悪化させるおそれがやや多いもの
危険性が大きいか又は著しく環境を悪化させるおそれがある工場

自動車修理工場 ① ① ② ③ ③
作業場の床面積
①：50㎡以下　②：150㎡以下
③：300㎡以下

日刊新聞の印刷所

火薬、石油類、ガス等の危険物
の貯蔵又は処理に供するもの

 量が非常に少ない施設 ① ②
①：2 階以下かつ 1,500㎡以下
②：3,000㎡以下

 量が少ない施設
 量がやや多い施設
 量が多い施設

卸売市場、火葬場、と畜場、汚物処理場、ごみ焼却場等 都市計画区域内においては都市計画決定が必要
注）本表は、建築基準法別表第二の概要であり、すべての制限について掲載したものではありません。

注）都市計画法において用途地域は、
左表の13地域となっています
が、本市ではこの内、白抜き部
（第二種低層住居専用地域、準
住居地域、田園住居地域）を除く
10地域の指定を行っています。



　地区計画は、それぞれの地区の特性に応じ、良好な都市環境
の形成を図るために、地域住民が主体となってまちづくりを進
めていく地区レベルの都市計画です。
　この地区計画制度では、地域住民の方々の話し合いにより、
道路、公園、広場などの配置や、建築物の用途、高さ、容積率、
色彩など、細かなルールを定めることができます。
　本市では、16地区、551.7haの地区計画（集落地区計画１地
区を含む）を定めています。
　また、平成31年３月には地域の実情に即したまちづくりの支
援を図るため「郡山市市街化調整区域地区計画運用指針」を、
令和２年３月には「メディカルヒルズ郡山基本構想2.0」の実現
に向け「郡山市市街化調整区域地区計画運用指針（旧福島県
農業試験場本場跡地等周辺地区）」を策定・公表しました。

郡山中央スマートIC
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■環状道路網計画図（2021年１月末現在）



■環状道路網計画図（2021年１月末現在）
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※1 平成22年度以降の調査結果は、東日本大震災の影響により調査不能な市町村を除いた集計データを用いています。
※2 平成22年度の福島県の普及率は未調査、平成23～平成27年度は調査不能な８市町、平成28年度は調査不能な７市

町、平成29、30年度は調査不能な５町、令和元年度は調査不能な２町を除いた数値となっています。

　下水道は、降雨時における浸水被害の軽減、快適で安全
な生活環境の確保、さらには湖沼や河川の水環境の保全
など、多面的な機能・役割を有しており、生活に欠かすこと
のできない生活基盤の一つです。
　本市の下水道処理人口普及率は年々伸び、令和元年度
末現在の普及率は73.6%となっており、地域の実情に合わ
せた効率的な整備を進めています。
　また、局地的集中豪雨などにより発生する浸水被害を効
率的に軽減させるため、雨水貯留施設などの整備を推進し
ています。

　汚物処理場、ごみ焼却場、火葬場などの施設は、都市に
暮らす人々が快適な都市生活を営むうえで、欠くことのでき
ない施設であり、その立地にあたっては周辺の生活環境へ
の影響などを総合的に判断し、その敷地の位置や区域を
都市計画決定しています。
　また、降雨時における浸水被害を軽減するため、都市計
画河川として逢瀬川と谷田川を決定し、河川改修を進めて
います。

雨水貯留施設の整備「図景貯留管」

公共下水道
（市で施工・維持管理）

●駅前広場・交通広場

75.1
79.7

73.6

54.1

71.6

49.2
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